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はじめに

前章までの議論を通じて、２００９年総選挙・大統領選挙の特徴が明らかになっ

た。本章と、続く第８章は、選挙後の展開、とりわけ新内閣の誕生に至るプロ

セスとユドヨノ第２期政権の特徴について分析していきたい。経済問題につい

ては次章にゆずり、本章ではおもに政治部門の展開について考察していく。ま

ず第１節では大統領選挙から内閣成立に至るまでの政治的綱引きについて、第

２節では閣僚のラインアップと、そこからみえてくる政治的方向性について、

そして第３節では今後の内政の重要課題について分析する。

第１節 選挙後の政党政治とユドヨノの和解政治

２００９年７月８日に大統領選挙が実施され、開票速報の結果、翌日にはユドヨ

ノの勝利がほぼ判明したものの、票集計作業が完了して総選挙委員会（KPU）

が正式に選挙結果を発表するのは８月１８日となった。この日を境に、ユドヨノ

は新政権の運営メカニズムについて本格的に構想を始める。それは１０月２０日に

控える大統領就任式と、それに続く新内閣の発表までに築いておくべきもので

あった。ユドヨノが、その２カ月の間に取り組もうとしたのは、第１に国会運

営の安定化、第２にゴルカル党の取り込み、第３にメガワティ闘争民主党との

和解である。

１．国会運営安定化の政治

国会運営の安定化は、ユドヨノの悲願であった。第１期政権では、ユスフ・

カラ副大統領が率いるゴルカル党が、国会第１党で政権を支える最大与党とし

て、ユドヨノに対して強い政治的交渉力をもっていた。その政治力を背景に、

カラもまたユドヨノの方針とは異なる政策路線を主張し、後者を抑え込む場面

も数々みられた（１）。国会においても、政府法案が「与党」のはずのゴルカル党

に拒否され、審議が進まないということも多々あった。これらの経験から、ユ

ドヨノはカラと決別する次期政権において、国会第１党となった自党の民主主

義者党を中心に国会内連立を形成し、政府法案をゴルカル党や闘争民主党に妨
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害されない国会運営を構想した。まず、大統領選挙でユドヨノ支持に回った４

つのイスラーム系政党が、閣僚ポストを分配されることを前提に、国会でも連

立を組む合意がなされた。この４党の議席保有率は３０％で、民主主義者党

（２６％）と合わせて５７％となり、これですでに国会の過半数議席を押さえる形

ができた（図１参照）。

９月３日、KPUは正式に国会当選議員を発表し、これを受けてユドヨノは

具体的に誰を国会運営の中心とするか、そしてどの委員会をどうコントロール

するかという戦略を詰めた。まず焦点となったのが民主主義者党のホープで、

ユドヨノの後継者として同党の「顔」になることが期待されているアナス・ウ

ルバニングルム（同党政治部部長）である（２）。おそらくユドヨノは、彼を閣僚

もしくは国会議長に抜擢し、５年かけて国民の認知度を高め、２０１４年選挙でユ

ドヨノの後継者として売り出すのでは、と政界では噂された。しかしユドヨノ

の選択は違った。アナスを国会の民主主義者党会派長というあまり目立たない

ポストに起用した。これについて同党のなかでは、「いきなり脚光を浴びると

野党勢力から足をすくわれかねない」、「まずは党首になるのが先でその地固

めにふさわしいポスト」といった解説をする関係者が多い（３）。党の次期リーダー

を慎重に育てるというユドヨノの意思が表れているのは確かである。同時に、

より現実的な問題として、アナス以外に同党の国会対策を任せられる人材がい

ないとユドヨノが判断した可能性も高い。国会内連立でかろうじて５割を超え

図１ 国会議席（定数５６０）の内訳

（出所）筆者作成。
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る議席保有率を確保しているものの、百戦錬磨のゴルカル党議員や闘争民主党

議員を相手に、新人議員が大多数の民主主義者党はどう立ち回れるか。連立と

いっても、その縛りは緩く、イスラーム系４政党の各党首が議員の統制を徹底

する保証もないことをユドヨノは理解していた。その状況を考えると、民主主

義者党の国会運営には多くの不安があり、ユドヨノは信頼するアナスを国会対

策の最前線におくことで、その不安を和らげようとしたと考えられる。

国会第１党から選出される国会議長のポストには、マルズキ・アリ同党幹事

長をおいたが、彼は野党との交渉能力よりもユドヨノへの忠誠心が買われ、政

府の意向に沿って国会の議事をスムーズに進行させる役割が期待されている。

また国会内の全１１委員会のうち、第３委員会と第７委員会、そして第１０委員会

で委員長ポストを確保したことも戦略的である。第３委員会（法・人権・治安

担当）は、これからいくつもの重要な修正法案が控えており、ここのポストは

ユドヨノにとって要となる（４）。また第７委員会はエネルギー政策を担当してお

り、利権の温床として名高い。ここの確保もユドヨノと民主主義者党にとって

重要だった。第１０委員会は教育政策に関する委員会で、ここも予算規模が大き

く、その決定権を押さえることの意味は大きい。ただ国防や外交といった問題

を議論する第１委員会を「見捨てて」、福祉正義党に委員長役を押しつけたこ

とに対して、ユドヨノ不信が国軍のなかで高まる気配をみせている（５）。そのリ

スクよりも、ユドヨノにとって重要なのは、これまでゴルカル党や闘争民主党

が支配してきた利権性の高い委員会を自らの手中に収め、民主主義者党を中核

とした新たな利権レジームを構築することだったことがうかがえる。

こういう展開を予想した利権嗅覚の鋭いゴルカル党と闘争民主党の一部エ

リートは、大統領選挙での反ユドヨノ姿勢をいち早く捨てて、和解と同時に与

党連合に参入しようという動きを活発化させた。当然、そのような日和見的な

接近は、選挙で両党に投票した有権者に対する裏切りでしかなく、民主主義の

発展のためにも健全な野党の役割を果たすべきだとするメディアの批判を招い

た。６０％の得票率で再選した大統領は強い国民の信託をもち、同時に国会議席

の過半数をすでに確保しているわけで、今さらゴルカル党や闘争民主党を連立

に加えるべきではないという主張もユドヨノに向けられた。

しかしユドヨノの思考回路は違っており、与野党が対立する国会よりも、

「オール与党」体制による政権の安定に彼はこだわった。ユドヨノの発想はき
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わめてジャワ的であり、選挙で競争した相手であっても、試合後は和解して陣

営に迎え入れることで調和を創造し、その上に君臨するという権力観をもつ。

しかし、その裏には国会議席の多数を確保していても不安であるというユドヨ

ノの現実的な認識も強かった（６）。とくにこの時期、後述するように、ゴルカル

党や闘争民主党は経営難に陥ったセンチュリー銀行の救済措置として多額の資

本注入を行ったユドヨノ政権の決定を問題視し、国会で追及する準備を進めて

いた。新人議員が中心の民主主義者党会派は国会でのロビー政治で四面楚歌に

なることが容易に想像された。ユドヨノはその懸念から、ゴルカル党と闘争民

主党を与党に組み込もうと考えた可能性が高い。

２．ゴルカル党の取り込み

まずはゴルカル党がユドヨノの思惑に同調した。第２章でみたように、同党

内は３つの主要派閥が存在していたが、大統領選挙で敗北したカラは、党内で

急速に力を失った。結果、前党首のアクバル・タンジュン派に合流したアブリ

ザル・バクリ（前国民福祉担当調整相）、そしてスルヤ・パロ率いるグループが、

次の党首の座を目指して党内の多数派工作に乗り出した。当初予定されていた

１２月の党大会の日程を前倒しし、１０月２０日に予定されている大統領就任式の前

までに次の党首を決め、政権与党に入るか野党で行くか選択しようと考えたの

である。バクリの路線は政権入りで、パロは闘争民主党と一緒に野党勢力とな

るべきだと主張し、両者は真っ向から対立した。ここに、第３の候補として党

首選への出馬を表明した若手のユディ・クリスナンディと、スハルトの三男フ

トモ・マンダラ・プトラ（通称トミー）が加わり、この４人が１０月４日から３

日間の予定で開催された臨時党大会で新党首の座を争うことになった。トミー

は自らが容疑者となった汚職事件の最高裁担当判事を殺害した罪で服役したに

もかかわらず、スハルト時代に蓄積した豊富な資金をバックに、この機会に政

治の表舞台に返り咲こうとした。大企業家のバクリとパロ、そしてトミーが参

加した党首選は、露骨な票買収の場となり、投票権をもつ３３の党州支部長と４９４

の党県支部長たちは複数候補から金を受け取りつつも、４人のなかで唯一政権

入りを主張したバクリに勝利を与えた（７）。バクリ新党首はすぐに党幹部を入れ

替え、中央顧問会議の長にアクバルを据え、パロ派を党の要職から外し、ユド

ヨノを訪れて政権への参画を伝えた。国会第２党が連立に加わったことで、与
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党議員数は７割を超え、この安定化の見返りにユドヨノは３つの閣僚ポストを

ゴルカル党に配分することを約束した。

３．闘争民主党との和解の模索

一方、闘争民主党のほうは交渉が難航した。１０月４日、国民協議会の議長に

メガワティの夫のタウフィック・キマス闘争民主党議員が選出されるが、これ

を押したのが国会の民主主義者党会派である。ユドヨノは、これを突破口にメ

ガワティとの和解と闘争民主党の「与党化」を企てた。メガワティには大統領

諮問会議（DPP）議長のポストを、そしてプラモノ・アヌン同党幹事長とメガ

ワティの長女プアン・マハラニ（党中央執行委員会役員）に、それぞれ閣僚ポ

ストを準備することで政権入りを誘った。キマスとプラモノ、そしてプアン

は、この取引を是としてメガワティの説得に乗り出すものの、２度も大統領選

挙でユドヨノに負けて屈辱を受けた彼女の態度は硬く、野党で行くという方針

は揺らがなかった。

党内も「現実派」と「原則派」で真っ二つに割れた。前者は、過去５年の野

党経験で党への企業献金は大きく減り、２００５年の内部対立でアリフィン・パニ

ゴロやラクサマナ・スカルディといった資金豊富な党員も離党し、さらには全

国で１２０以上いる同党出身県知事は事あるごとに政権から汚職疑惑の圧力をか

けられ、メガワティ政権時代の大臣に至っては２人も汚職撲滅委員会（KPK）

に摘発されている状況下で、野党として党を維持していくことはこれ以上困難

であると強調した。政権入りすれば企業献金も増え、KPK の追及も弱まり、

プアンも閣僚として名を売ることで２０１４年にはメガワティの後継者として党の

大統領候補に成長するとし、メガワティを説得しようとした。一方、原則派の

ほうは、キマスのクロニーたちは利権に目が眩んでおり、彼らの路線は反ユド

ヨノで戦ってきた党員と支持者に対する裏切りでしかなく、素人同然のプアン

が閣僚になっても党の評判が悪化するだけであると対抗した（８）。

１０月２０日の大統領就任式を控え、両派のメガワティ説得工作は過熱する。し

かしメガワティは沈黙を守り、そのまま１０月２０日を迎えることとなった。この

沈黙で、闘争民主党も政権に参画させるというユドヨノの「オール与党化」ビ

ジョンは夢となった。とはいえ、２０１０年４月に予定されている党大会で、メガ

ワティに代わる人物が党の実権を握る体制ができ上がれば、次期改造内閣にて
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政権入りをもちかける可能性も残っている。

第２節 第２次一致団結内閣の発足

１．バランス重視の第２次内閣

１０月２０日、ユドヨノは大統領に就任し、その翌日に内閣の陣容を発表した。

つづく２２日には第２次一致団結インドネシア内閣（Kabinet Indonesia Bersatu

Ⅱ）が正式に発足した。組閣作業で中心的な役割を担ったのは、同じ陸軍出身

の元将校で、ユドヨノが政界入りして以降は「右腕」としてユドヨノを陰から

支えてきたスディ・シララヒと、国民信託党幹部ながらユドヨノの絶大な信頼

を得て２００７年からは国家官房長官を務め、２００９年総選挙では選対チームの代表

だったハッタ・ラジャサの２人であった。彼らの作成した候補者リストをもと

に、ユドヨノがジャカルタ郊外のボゴールにある私邸に候補者を呼び出し、面

接を行った。第１次内閣では、カラ副大統領に経済問題を担当させるという合

意がはじめにあったため、組閣作業ではカラの意向がユドヨノに優先すること

もあった。しかし、今回は、政治基盤をもたない忠実なブディオノを副大統領

に選んだことで、組閣作業においても自らの側近チームが閣僚の選定作業をほ

ぼ独占的に取り仕切った。１０月２３日の初閣議でユドヨノ大統領が「これからは

副大統領令は存在しない、すべてが大統領令となる」と宣言し、カラと歩んだ

５年間との決別を宣言したことに表れているように、第２次内閣では、トップ・

レベルにおける権力と意思決定が一元化している。

内閣の構成は、３ポストが調整大臣、２０ポストが各省大臣、１０ポストが国務

大臣、および国家官房長官である。また、３４大臣の任命と同時に、閣僚級とし

て３ポストが任命された。今回は、２００４年の時のような省庁再編は行われな

かったが（９）、閣僚級となった３ポストはステイタスが格上げされている（１０）。こ

こでは、この３４大臣に３つの閣僚級ポストをあわせた３７ポストを新内閣として

分析の対象とする。なお、閣僚級ポストである内閣官房長官には、経済官僚出

身のディポ・アラム発展途上８カ国グループ（D８）事務総局長が２０１０年１月

６日に任命されたが、ここでの分析には含めない。

３７人の閣僚のうち、第１次内閣と同じポストに再任されたのが４人、第１次

内閣と異なるポストに転任されたのが６人である。最年長は再任された公共事
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業大臣の６６歳、最年少は後進地域担当国務大臣の３７歳で、就任時の平均年齢は

５４．１歳と第１次内閣とほぼ同じであった。

出身地別では、ジャワ（中・東ジャワ）が１２人と最大で、続いて西ジャワが

５人、西スマトラが３人、南スマトラと南スラウェシが各２人、アチェ、カリ

マンタン、バリ、西ヌサトゥンガラ、マルク、パプアなどから１人ずつとなっ

ている。華人は、第１次内閣から留任したマリ商業大臣１人である。宗教別に

みると、イスラームが３２人、カトリックとプロテスタントが２人ずつ、ヒンド

ゥーが１人となっている。女性閣僚は５人となり、第１次内閣から１人増えた。

組閣にあたってもっとも注目されたのは、専門家と政党政治家のバランスが

どうなるかであった。国民からの強い信託を受けたという点からも、議会にお

ける安定的な政治基盤を有している点からも、政党の個別利益に振り回される

ことなく、政策遂行という観点から専門家を中心とした実務型の内閣が組閣さ

れることが当初から期待されていた。

しかし、そのような国民の期待に反して、内閣の布陣は政党政治家が専門家

を上回る結果となった。３７閣僚のうち、政党政治家は２０人と過半数を占めてい

る（１１）。第１次内閣発足当時に与党連合の議席率が４１％にすぎなかったにもかか

わらず政党政治家が１２人しか入閣しなかったことに比べると、大幅にその割合

が増加している。第１次内閣では、発足後に２度の改造が実施され、最終的に

は政党政治家出身の閣僚が１９人にまで増えたが、結局、そのときの割合がほぼ

踏襲された形になった。

大統領といえども、政策を遂行する上では議会対策は欠かせず、閣僚ポスト

の配分は連立を維持していくために必要不可欠であるというのは事実である。

一方、思い切って専門家を配し、実績を上げることによって国民の支持を獲得

して政局を乗り切り、歴史に名を残すという選択肢もあったはずである。結

局、ユドヨノ大統領は、前者の政治的な配慮を優先した形となった。ユドヨノ

は、民族や地域、ジェンダーといった点だけでなく、出身政党や民間と政治家

という点からも「バランス」を重視したのである。このアプローチは、調整型

リーダーシップの典型ではあるが、その結果、当初主張していた「適材適所」

の人事という点で多くの疑問を残すことになった。なぜこの人物をこのポスト

に配置したのかという説明は一切なされず、バランスだけが強調された（１２）。能

力よりバランスが重視された第２次内閣の性格は、安定第一主義というユドヨ
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ノの政治性を大いに反映している。一方、２００９年１１月と２０１０年１月には、主要

８省の副大臣に実務官僚が任命され、担当分野に明るくない大臣を補佐する体

制も整えられた。

また、各政党からは、党首をはじめ幹部クラスの政治家が多く入閣してい

る。福祉正義党、開発統一党、民族覚醒党からは党首が、国民信託党からは幹

事長が入閣した（その後、国民信託党幹事長だったハッタ・ラジャサは党首に就任

している）。これは、党首級の人材を内閣に取り込むことによって、連立参加

政党の間の政策調整を内閣の下に一元化するとともに、各党の政権に対するコ

ミットメントを確保することを目指したものだと考えられる。

一方、政党政治家以外では、国軍・警察出身者が３人で、その他の１４人が学

者（６人）、官僚（５人）、実業家（１人）などの専門家グループである。純粋

な実業家出身者は、投資家だったギタ投資調整庁長官のみだが、いまや実業家

や企業出身者も政党政治家となり入閣するケースも多いため、政党と関係のな

い経済界出身者はむしろ少数である。第２次内閣で財界出身政治家として注目

されるのは、インドネシア商工会議所（KADIN）の現会頭であるヒダヤットの

入閣である。ヒダヤットは、ゴルカル党議員として同党の推薦で入閣したのだ

が、第１次内閣当時から KADIN会頭としてユドヨノ大統領とは非常に近い関

係にあり、ゴルカル党出身というよりも財界出身の閣僚という側面を強くもつ。

２．分権化と脱軍人化の閣僚人事

専門家グループのなかで今回注目されるのは、民主化後に実施されるように

なった地方分権化と自治体首長の直接公選制のもとで頭角を現してきた地方首

長出身者が２人入閣したことである。内務大臣に就任したガマワン・ファウジ

は、西スマトラ州政府職員からソロク県知事を経て西スマトラ州知事になった

という経歴のもち主で、地方分権化の申し子ともいえる存在である。彼は、ソ

ロク県知事時代に政府内の汚職撲滅に辣腕をふるって官僚改革を推し進めたこ

とで名を馳せ、州知事選では改革派知事という看板を売りにして大政党出身の

候補者を敗った人物である。

また、ゴルカル党出身閣僚であるが、海洋・漁業大臣に就任したファデル・

ムハマドも実力派州知事として全国的に知られた存在であった。彼は、２００１年

に北スラウェシ州から分離して新設されたゴロンタロ州の初代州知事に就任す
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ると、自らの経験を活かして企業経営の手法を行政にもち込み、貧困州をトウ

モロコシ生産の一大拠点に変貌させたとして有名になった。２００１年から施行さ

れた地方分権化によって大幅な権限を移譲された地方政府を運営するなかで、

地方首長が政治力と行政能力を身につけたことが、このような動きの背景にあ

る。地方から中央へという政治家の流れはまさに分権化の産物であり、新しい

政治的リクルートの経路として注目される。

内務大臣人事とあわせ、国家情報庁（BIN）長官に警察 OBが充てられた人

事からは、「脱軍人化」という新内閣の政治的方向性もみて取れる。これまで

両ポストは退役陸軍将校が支配してきた。とりわけ１９９８年以降、民主化と並行

して地方紛争が各地で勃発し、国家安定にとって治安の回復は最重要課題と認

識されてきた。その文脈でスハルト後の内務大臣は、全土の治安問題に知見を

もち、治安情報にアクセスしやすい退役陸軍将校が抜擢されてきた。国軍も、

このポストは軍の政権関与の重要な拠点とみていた。しかし、戒厳令まで敷い

て分離独立勢力と戦ったアチェでの和平が２００５年に達成され、その後もポソや

アンボンといった紛争地での混乱が収束しつつある現在、国家安定の重要課題

が治安とはいえなくなってきている。もちろん、テロリズムやパプアの治安問

題が残るが、それらは非日常的かつ局地的である。今後は日常的な課題として

地方分権化にともなうさまざまな行政的・経済的課題にどう取り組んでいくか

をユドヨノは最重視していると思われ、ガマワン内務大臣の抜擢はそれを反映

している。

BINも同様に、これまで諜報系将校の牙城であった。BINの各州支部には

今でも現役大佐が出向しており、軍の出先機関としての性格が強い。これもス

ハルト後の地方紛争の拡大と無関係ではなく、軍管区の諜報補佐から国軍司令

部に上がるインテリジェンスと BIN経由のそれとの２チャンネルを大統領は

もっていた。しかし、インテリジェンスの重要性が紛争よりも国際テロにシフ

トしていくなか、法執行機関の国際協力は警察を中心に進んでおり、テロ対策

の認識も軍事面より犯罪面（テロ資金の地下移動や偽造旅券、密入国など）、さら

には社会的側面（テロ犯の脱過激化教育や家族のケア）に重点がおかれるように

なった。このような背景のもと、ユドヨノは、軍が従来支配してきた２つのイ

ンテリジェンス・チャンネルを時代に適応させるかのごとく、ひとつを警察に

委ねようとしている。これがスタント BIN長官の意味するところである。イ
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ンドネシアは建国以来、分離独立運動と地方紛争が後を絶たず、つねに軍が政

権の中枢で発言権をもってきた。そういう時代との決別をいま迎えており、新

内閣におけるガマワンとスタントの任命は、その歴史的な転換を定着させたい

という政治的方向性を見事に示している。

第３節 内政の重要課題

第２期政権が取り組もうとしている政治治安部門での課題は、第１期に達成

されずに積み残されたものが中心である。ユドヨノ大統領とブディオノ副大統

領が政権公約「繁栄、民主、公正のインドネシア」に掲げた内政の課題は、（１）

公務員改革と汚職撲滅、（２）警察、検察、裁判所改革を通じた法執行体制の改

善、（３）選挙実施体制の改善、の３点がおもなものであった。政権発足後の１１

月５日に発表された１００日プログラムでは、この３つの主要課題に（４）テロの

撲滅という項目が追加された。

汚職撲滅はユドヨノ政権が第１期から力を入れてきた課題であるが、これま

では汚職事件の摘発という事後的な対応が取り組みの中心であった。しかし、

汚職を撲滅していくためには、汚職事件が発生しない仕組み作りも必要であ

る。第１の内政課題である公務員改革は、採用、異動、評価、退職にいたる人

事システムの見直し、組織体系の見直し、業務の効率化などを通じて行政サー

ビスを改善するとともに、透明性の確保や説明責任、ミニマム・サービスの提

供といった規準の遵守を公務員に求めることで職務規律を確保し、汚職を撲滅

していこうとするものである。これらの改革は、高コスト体質の是正という意

味で投資環境の改善にもつながるものでもある。第１期政権のもとでの公務員

改革は、スリ・ムリヤニ大蔵大臣が推し進めた省内改革など一部省庁のみにと

どまっている。これを全省庁および全国自治体を対象に実行に移していくこと

が第２期政権の課題となる。

第２の課題である警察、検察、裁判所改革は、第１の課題である汚職撲滅と

表裏一体のものである。インドネシアにおける汚職撲滅の障害のひとつは、警

察、検察、司法という汚職を取り締まる主体そのものの汚職体質にあると指摘

されてきた。第１期政権の期間にも、２００５年に裁判所事務官が収賄容疑で逮捕

されているし（１３）、２００８年には最高検察庁高官が中銀流動性支援融資をめぐる汚
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職疑惑の容疑者からの依頼で事件をもみ消そうとしたとして逮捕されている。

しかし、これらの事件が法執行機関からの本格的な汚職追放の動きにつながる

ことはなかった。

ところが、第１期から第２期への政権移行期間をはさんで、KPK と警察・

検察が激しく対立する事件が発生した。きっかけは、汚職事件の容疑がかけら

れていた一民間会社社長が捜査の中止を求めてジャカルタ高検に贈賄を行った

として KPK が２００８年に捜査を開始したことに始まる。同社長はその捜査を中

止させようと警察・検察高官や証人・被害者保護庁（LPSK）高官などに接近

して働きかけを行い、ついには KPK 副委員長２人に「職権乱用」の容疑があ

るという事件を捏造して自らの汚職容疑をもみ消そうとしたのである。

２００９年７月頃から KPK 自身の汚職容疑というニュースが流れ始めると、

KPK を支持する NGOや学界を巻き込んで、警察・検察対 KPK の対立が国民

の耳目を集めるようになる。９月１５日には、ビビットとチャンドラの両副委員

長が事件の容疑者に指定され、２２日付けで一時停職処分となった。委員長のア

ンタサリは５月２日に殺人事件の容疑者として逮捕・起訴されており、KPK

幹部３人が欠けるという緊急事態となった。

事件を事実無根と主張する KPK 側と、証拠をたてに事件の立件に自信をみ

せる警察の対立が深刻化するなか、ユドヨノ大統領はこの問題に対して明確な

姿勢をなかなか示さなかった。ユドヨノは、刑事事件に大統領が直接介入する

ことは許されない、あくまでこの問題は法的に処理すべきと述べ、解決に向け

た道筋を直接示すことを避けた。建前上はユドヨノのいうとおりだが、事態が

混乱し収拾の目途が立たないなか何も具体的な行動を起こそうとしないユドヨ

ノに対する国民の不満や不信が徐々に高まった。

ユドヨノ大統領は、ビビットとチャンドラが逮捕された翌日の１０月３０日、法

曹界を代表する８人からなる独立の調査チームを発足させた。同チームは、１１

月１７日に、両副委員長の関与が疑われる事件の捜査・公訴を中止するように勧

告した。憲法裁判所も、副委員長の職務停止処分の合憲性を審理する裁判のな

かで、事件の虚構性を支持した。

独立調査チームの勧告書を受け、ユドヨノは、１１月２３日に大統領としての方

針を発表した。それは、現行の法体系を尊重するという観点から警察の捜査

権、検察の公訴権に介入することはできないとしながらも、２人の副委員長の
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容疑を法廷で争う必要はないとする内容だった。これを受け、最高検察庁は１１

月３０日に両副委員長の起訴を取りやめることを決定した。その後、両副委員長

は停職処分を解かれて職務に復帰するものの、警察や検察関係者の処分は曖昧

なままに終わった。ユドヨノ大統領は、１２月３０日にクントロ・マンクスブロト

開発監督・管理大統領作業ユニット（UKP4）長官を代表とする司法マフィア

撲滅特別チームを設置し、今後２年間かけて司法、警察、検察など法執行機関

における汚職事件の摘発に注力するよう指示した。ユドヨノは、法執行機関に

おける汚職追放に積極的に取り組む姿勢をあらためて示すことで、国民の信頼

回復を図ろうとしたのである。

こうして KPK と警察・検察の対立が一段落した頃、今度は２００８年１０月に経

営破綻したセンチュリー銀行に対して注入された公的資金をめぐる汚職事件追

及の動きが本格化した。追及の主体は国会である。同行に対する預金保険機構

（LPS）からの資本注入が当初予定の６３２０億ルピアから６．７兆ルピアに膨張して

いたことが判明した２００９年８月、国会は会計検査院（BPK）に対して会計監査

を依頼、その結果が１１月２３日に発表された。BPK が資本注入に関する政府の

決定過程で不正があった可能性があると指摘したことを受けて国会は国政調査

権の発動を１２月１日に決定し、当時中央銀行総裁だったブディオノ副大統領と

金融システム安定委員会委員長を兼任するスリ・ムルヤニ大蔵大臣の２人を政

策決定の責任者としてとくに追及する構えをみせている（１４）。しかし、ユドヨノ

はこの問題でもあまり積極的に発言をしていない。この汚職疑惑事件では、同

行の救済資金の多くが銀行再建ではなく預金者への払い戻しに使われていたこ

とが判明しており、そこに大統領周辺や民主主義者党からの政治的な圧力が働

いていたと噂されている。汚職撲滅への取り組みを評価されて再選されたユド

ヨノであったが、第２期政権発足直後からその汚職事件に対する自らの姿勢を

国民に厳しく問われるという皮肉な現実に直面することになった。

第３の課題である選挙実施体制の改善は、２００９年総選挙の実施段階で浮上し

てきた問題である。次の議会選挙と大統領選挙は５年後の２０１４年となるが、そ

の間、地方では自治体の首長選挙が実施される。２０１０年には２４６の自治体首長

選挙が実施される予定だが（８州知事選、２０３県知事選、３５市長選）、現在の KPU

がこれらの選挙の運営を行うことに対しては危惧する声が広がっている。２００９

年総選挙のような混乱が自治体首長選挙で繰り返されるようであれば、各地で
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政情が不安定化することは必至である。KPU委員は、その行政能力について

信頼を失っており、国会では選挙実施機関法を改正して２０１２年までの任期を短

縮し、委員を入れ替えるべきとの意見が出されている。

また、２００９年総選挙で問題となった有権者名簿が、根本的な改善が図られる

ことなく、単なる更新のみで２０１０年以降の首長選挙で利用されることになれ

ば、第３章でみたように選挙結果で混乱した２００８年の東ジャワ州知事選のよう

な事態になりかねない。有権者名簿の問題の根本は、データ元である住民登録

情報の不備にあり、KPUの能力欠如だけに帰されるものではない。現在、内

務省は国民総背番号制の導入を目指しており、これが仮に実現されれば有権者

名簿の問題も解決に向かうと期待されているが、その実現の時期は不明で少な

くとも２０１０年の首長選挙には間に合わないだろう。第１期ユドヨノ政権に民主

主義が定着に向かいながら、第２期には選挙実施体制の不備から民主主義の基

礎が揺らぐという可能性は十分にある。この問題の解決は、喫緊に対応が必要

なものだといえる。

第４の課題はテロの撲滅である。これは当初、選挙前の政権公約には含まれ

ていなかった項目であった。テロ撲滅は、第１期ユドヨノ政権の実績のひとつ

であったが、大統領選挙も終わりユドヨノ再選の大勢が判明しつつあった矢先

の７月１７日早朝、ジャカルタのマリオット・ホテルとリッツ・カールトン・ホ

テルで同時爆弾テロ事件が発生し、テロの根絶にはまだまだ課題が多いことが

政権発足までに明らかになった。１０月２９～３０日に開催されたナショナル・サミ

ットでは、テロ対策で蚊帳の外におかれていた国軍の強いプッシュもあって、

テロの撲滅が１００日プログラムのなかに位置づけられることになった（１５）。この

背後には、内戦のない平和な時代において国軍が自己の役割を再定義するなか

で、テロ対策に自らの存在意義を見出していこうとする国軍の意図がみえ隠れ

している。

【注】

（１）象徴的なのが、石油価格の上昇にともなう２００５年の政府補助金削減の決定で、

ユドヨノは石油燃料価格の上昇が市民に打撃となり世論の政権不満が高まる

ことを懸念して反対であったものの、石油利権に絡むカラやバクリに押され

て強行実施した。また２００６年にユドヨノが大統領直轄で改革プログラム管理
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作業ユニット（UKP3R）を設置しようとした際も、カラは副大統領権限の低

下を懸念すると同時に、ユニット長のマルシラム・シマンジュタック（ワヒ

ド政権下の内閣官房長官）が以前ゴルカル党に敵対的だったことを背景に、

ユニットの設立に反対した。結果、ユニットの権限が大幅に削減され、大統

領に意見するだけの機関になってしまった。

（２）アナスとユドヨノの関係は１９９８年に遡る。前者は当時イスラーム学生連盟

（HMI）の会長としてスハルト退陣運動に深くコミットしており、ユドヨノ

は国軍参謀本部社会政治部門担当参謀長として、学生たちとの対話を進めて

いた。このときから両者は信頼関係をもつようになる。

（３）ハディ・ウトモ民主主義者党党首、ムバロク同党副党首、パルリンドゥガン

同党議員とのインタビュー（本名、２００９年１０月２日、１０月１３日、１０月２７日）。

（４）たとえば、総選挙法、政党法、大統領選挙法、議会法、地方行政法、司法委

員会法、憲法裁判所法、汚職撲滅委員会法の修正法案が、これから第３委員

会で審議される。

（５）エンドリアルトノ・スタルト元国軍司令官とのインタビュー（本名）、２００９年

１１月１０日。福祉正義党は民主主義者党から「第１委員会しか余っていない」

といわれ、受け入れるしかなかったとハルミ・アミヌディン同党最高顧問会

議議長は回顧する（本名によるインタビュー、２００９年１１月２４日）。

（６）ユドヨノが、このような不安を抱く背景には、インドネシアの大統領が制度

的に弱い存在であることも指摘できる。同国の大統領は、憲法に規定されて

いる立法権限が少ないうえ、必ず連立政権を組まなければいけないという点

で党派的権力も弱い。しかも、国会の審議が全員一致を原則とするため、自

らの政策課題を機動的に立法化することがそもそも難しい。そのために、な

るべく多くの政党を与党連合に組み入れて、大統領と議会の関係を安定化さ

せようとするのである。川村［２０１０］参照。

（７）「特にトミーがオファーしてくる金には皆期待しているが、誰も彼を党首にし

ようとは思っていない。大事なのは政権入りして、地方のゴルカル出身知事

たちが汚職撲滅委員会や警察に妨害されずに開発事業を進めていけることで

ある。」タウフィック・ヒダヤット国会議員とのインタビュー（本名）、２００９

年９月１３日。

（８）同党のヘリ・アフマディ議員とガンジャル・プラノウォ議員とのインタビ

ュー（本名、２００９年１０月２７日、１１月９日）。

（９）ただし、文化・観光省が国民福祉担当調整大臣の下から経済担当調整大臣の

下に移管された。本書第８章参照。
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（１０）新たに閣僚級ポストとなったのは、国家情報庁（BIN）長官、投資調整庁

（BKPM）長官、および開発監督・管理大統領作業ユニット（UKP4）長であ

る。

（１１）内訳は、民主主義者党６人、福祉正義党４人、国民信託党とゴルカル党が各

３人、開発統一党と民族覚醒党が各２人である。

（１２）ユドヨノが民族バランスに言及したため、アンボン人が閣僚にいないとする

抗議デモがマルクで起き、仕方なく陸軍参謀長をアンボン人のジョージ・ト

イスタ大将（前戦略予備軍司令官）にすることで説得する羽目になった。ジ

ョコ・サントソ国軍司令官からそう説明を受けたと指摘するエンドリアルト

ノ・スタルト元国軍司令官とのインタビュー（本名、２００９年１１月１０日）。

（１３）スハルト元大統領の異父弟プロボステジョが汚職疑惑で起訴された裁判に関

して、担当弁護士と最高裁判所事務官が贈収賄容疑で逮捕されたが、担当裁

判官の１人であったバギル・マナン最高裁長官（当時）が被告人の本来の贈

賄相手ではないかという疑惑が浮上した。しかし、その疑惑については、結

局捜査が進展することはなかった。

（１４）批判の矢面に立たされているスリ・ムルヤニは、これまで大蔵大臣として財

務改革を断行してきたことを国際的に高く評価されているが、その分、国内

の敵も多く、彼女の失脚を期待する政官財のエリートは少なくない。その１

人が、２００６年に彼女によって租税総局長を解任されたハディ・プルノモ BPK

新長官である。また、第１期政権で彼女と確執のあったバクリ・ゴルカル党

党首は「ムルヤニ落とし」に積極的である。

（１５）ナショナル・サミットのテロ対策部会（１１月３０日）に出席した本名の観察に

よる。
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